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 契約書の作成の要否 要。
 落札者の決定方法 独立行政法人農林水産
消費安全技術センター契約事務取扱規程第29
条の規定に基づいて作成された予定価格の制
限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Akira Hatanaka Chief

Director, General Affairs Department of

the Incorporated Administrative Agency

Food and Agricultural Materials Inspection

Center.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Personal computer, 153 sets.

 Delivery period : February 14, 2025

 Delivery place : As shown in the tender

documentation.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 8 of the Cabi‑

net Order concerning the Contract for In‑

corporated Administrative Agency Food

and Agricultural Materials Inspection

Center. Furthermore, minors, Person un‑

der Conservatorship or Person under As‑

sistance that obtained the consent neces‑

sary for concluding a contract may be ap‑

plicable under cases of special reasons

within the said clause.

 Not come under Article 9 of the Cabi‑

net Order concerning the Contract for In‑

corporated Administrative Agency Food

and Agricultural Materials Inspection

Center.

 have the Grade A, B, C or D in terms of

the qualification for participating in ten‑

ders for sales of product of the Indus‑

trial Classification by Incorporated Ad‑

ministrative Agency Food and Agricul‑

tural Materials Inspection Center or have

grade of competition participation quali‑

fication for every ministry and agency

for the fiscal year, 2022, 2023 and 2024

 Have proven to have prepared a sys‑

tem to provide rapid after‑sale service

and maintenance for the procured prod‑

ucts.

 Satisfy the requirements stated in the

specifications for procured items.

 Not being suspended from transactions

by the request of the officials in charge of

contract.

 Time‑limit for tender : 5 : 00 PM August

2, 2024

 Contact point for the notice : Sugiko Shi‑

bata, Property and Maintenance Division,

General Affairs Department, Incorporated

Administrative Agency Food and Agricul‑

tural Materials Inspection Center Saitama

Shintoshin National Government Building

Kensato BLDG. 21, Shintoshin, Chuo‑ku,
Saitama‑shi Saitama 3309731 JAPAN.
TEL05037971835

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和６年６月 13 日

東日本高速道路株式会社 関東支社
支社長 千田 洋一

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 11
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 東京外環自動車道 草加地区耐震
補強設計
 業務場所 （自）埼玉県川口市西新井宿

（至）埼玉県八潮市八條
 業務内容 本件は三郷管理事務所管内の草
加地区において耐震設計を行う業務である。
 概算数量 現地踏査 １式、上部工改良構
造形式比較表作成 ８断面、上部工・付属物
軽量化構造比較表作成 ３断面、上部工改良

３ 入札手続等
 担当部署 東日本高速道路株式会社 関東
支社 技術部 調達契約課 山田 良太
〒3300854 埼玉県さいたま市大宮区桜木町
１1120 電話0486310020
 契約図書の交付期間及び方法
 交付期間 入札公告の日から令和６年６
月28日（金）まで
 交付方法 東日本高速道路株式会社の
ホームページに掲載

 競争参加資格確認申請書等の提出期間、提
出場所及び提出方法
 提出期間 入札公告の日から令和６年６
月28日（金）16時まで
 提出場所 上記に同じ
 提出方法 電子入札システム、電子メー
ルまたは書留郵便等

設計 21連、既設橋梁動的解析 17橋、耐震
補強動的解析（レベル２地震動）13橋、既設
支承アンカー部橋座耐力照査 182箇所、橋
脚耐震補強設計 83基、落橋防止構造物
140箇所、施工計画 ９橋、設計打合せ １
式、既存図面電子化 426枚
 履行期間 契約保証取得の日の翌日から
630日間

２ 競争参加資格
 審査基準日（下記３に示す競争参加資格確
認申請書等の提出期間の最終日をいう。以下
同じ。）において、東日本高速道路株式会社の
契約規程実施細則第６条の規定に該当しない
者であること。
 開札時において、東日本高速道路株式会社
の令和５・６年度調査等競争参加有資格者の
うち、「橋梁設計」の認定を受けている者であ
ること。
 審査基準日において、会社更生法に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者、又
は民事再生法に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者でないこと。（ただし、当該
申立てに係る手続開始の決定後、あらためて
競争参加資格の再認定を受け、上記に示す
条件を満たす場合を除く。）
 審査基準日から入札･開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、東日本高速道路株式会社競争参加
資格停止等事務処理要領（平成18年８月７日
東高契第269号）に基づき、「地域３」におい
て競争参加資格停止を受けていないこと。
 審査基準日において、平成21年度以降に元
請として完成及び引渡しが完了した同種業務
の実績を有すること。
 審査基準日において、管理技術者は平成21
年度以降に元請として完成及び引渡しが完了
した同種業務の実績を有すること。
 審査基準日において、競争参加資格要件を
満たす管理技術者を、本件業務に配置できる
者であること。なお、外国資格を有する技術
者（日本国及びＷＴＯ政府調達協定国その他
建設市場が開放的であると認められる国等の
法人に所属する技術者に限る）については、

あらかじめ下記に示す資格相当の旧建設大臣
認定又は国土交通大臣認定（以下「大臣認定」
という。）を受けている必要がある。また、当
該業者が競争参加資格の認定を受けるために
は、審査基準日までに大臣認定を受け、認定
書の写しを提出する必要がある。
 審査基準日において、管理技術者の手持ち
業務量が契約金額500万円以上の業務の合計
額が４億円未満かつ件数が10件未満である
者。なお、手持ち業務に複数年度にわたる契
約業務（※）がある場合の手持ち金額につい
ては、「手持ち業務毎に、履行期間の総月数を
分母とし、審査基準日が属する年度に係る履
行月数を分子として算出した割合を手持ち業
務毎の契約金額に乗じて得た額」の合計額を
手持ち業務の金額として評価する。また、「低
入札価格調査対象業務」がある場合は、業務
の合計額が２億円未満かつ件数が５件未満で
ある者。
※業務の履行期間が審査基準日が属する年度
を含む複数年度に及ぶ業務

 当該業務に係る施工（調査等）管理業務の
請負人または当該請負人と資本若しくは人事
面において関連がある者でないこと。
 審査基準日から契約の相手方決定の日まで
の期間（期首及び期末の日を含む）において、
入札に参加しようとする者の間に、資本関係
又は人的関係がないこと。
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